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１．調査の目的と背景 

 
1-1 調査の目的 

 
本調査は、南関東地域において、多様な主体が協働・連携し、コウノトリ・トキを指

標とした河川や農地等における水辺や農地環境の保全・再生方策、コウノトリ・トキの

野生復帰をシンボルとした魅力的な地域づくりの地域振興・経済活性化方策を同時に検

討し、これらを可能とするエコロジカル・ネットワーク（生態系ネットワーク）の形成

に向けた広域連携モデルづくりを目的とする。 
 
1-2 調査の背景 

 
首都圏広域地方計画（平成 21 年 8 月）において、都市化の進行にともなう生態系の

喪失に対する解決策として、貴重な水辺空間・緑地空間を保全・再生し、水と緑のネッ

トワークの形成を推進することとしており、同時に環境と経済の調和を図ることにより、

首都圏ブロックの地域活性化に資する。 
国土交通省河川局及び農林水産省農村振興局では、河川や農地の環境整備事業を実施

してきているが、河川と農地の自然をネットワーク化するための関係省庁・地方自治体

等との連携が課題となっている。本調査において、県境を越えた広域の関係地方自治体

や関係機関等も交えた一体的な検討を実施することにより、施策の具体化が図られる。 
 
（1）必要性 

首都圏では、経済活動の拡大と都市化が進み、大規模開発等により、水辺や緑地な

どの豊かな自然環境やオープンエリアが失われてきた。その一方で、河川や農地等で

は、近年各種環境施策の集積が見られ、これらに基づく水と緑のネットワークの形成

が一定程度可能な条件下にあり、本調査を実施することで生物多様性の改善効果を得

ることができる。 
長期目標に挙げるコウノトリ・トキは、飛翔力の大きな中・大型鳥類であり、関東

平野部の広域的な水辺や農地環境を視野に入れた計画の立案にあたり、河川や農政の

省庁、県境を越えた関係地方自治体、その他の関係機関等も交えた一体的な検討が不

可欠である。 
 
（2）緊急性 

「国土形成計画(全国計画)」(平成 20 年 7 月)において、エコロジカル・ネットワー

クの形成の他、生物の生息・生育空間の確保や河川と一体となったまちづくりなどの

地域活性化の取り組みを支援すると明示した。 
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「首都圏広域地方計画」（平成 21 年 8 月）において、南関東地域を中心とした平野

部では急激に都市的土地利用に転換され、生態系の喪失も進行しており、貴重な自然

環境を保全・創出する必要性を明示した。 
「ラムサール条約第 10 回締結国会議」(平成 20 年 10 月)において、自然の生物多様

性、生態系サービス及び水田の持続可能性を高め、水鳥個体群の保全にも貢献するよ

うな計画、農法及び水管理を特定し、積極的に推進することを奨励する決議を我が国

が提案し採択された。 
2010 年に愛知・名古屋で開催される「生物多様性条約第 10 回締約国会議」（COP10）

のホスト国として、2010 年以降の生物多様性改善策の目標を提示する予定である。 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 調査対象範囲 
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２．調査の構成 

 
2-1 国土交通省関東地方整備局の調査 

 
＜ 目 的 ＞ 

南関東地域において、かつて生息していたコウノトリ・トキを指標とすることで、

河川及び周辺地域における水辺環境の保全・再生方策を検討することを目的とする。 

＜調査項目＞ 
●対象エリアにおける河川環境に関する基礎調査 
・コウノトリ・トキの生息条件に関する課題の整理 
・河川環境の保全・再生施策に関する既往成果の整理 
・コウノトリ・トキの生息環境としての現状評価 

●検討委員会の開催（2 回） 
 
2-2 農林水産省関東農政局の調査 

 
＜ 目 的 ＞ 

南関東地域において、農業農村整備事業と密接に関わっている水辺の生物、特にコ

ウノトリ・トキを指標として、それらの生息環境に関する情報を収集・整理し、採餌

環境条件等を評価・検討することを目的とする。 
＜調査項目＞ 
●対象エリアにおける農地環境の基礎調査 
・コウノトリ・トキの生息条件に関する課題の整理 
・農地環境の保全・再生施策に関する既往成果の整理 
・コウノトリ・トキの採餌環境としての現状評価 

●農地におけるエコロジカル・ネットワーク形成に関する検討（農地での採餌環境向

上対策に関する検討） 
 
2-3 千葉県野田市の調査（関東地方整備局より委託） 

 
＜ 目 的 ＞ 

南関東地域において、多様な主体が協働・連携し、コウノトリ・トキを指標とした

河川及び周辺地域における水辺環境の保全・再生方策の実施を通じて、将来のコウノ

トリ・トキの野生復帰に向けた魅力的な地域づくりのための地域振興・経済活性化方

策を検討し、エコロジカル・ネットワークの形成に向けた広域連携モデルづくりを検

討することを目的とする。 
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＜調査項目＞ 

●豊岡・佐渡モデル分析による魅力的なまちづくりとしての地域振興・経済活性化方

策に関する検討 

●コウノトリ・トキ野生復帰プロセス、メニューに関する検討 

●コウノトリ・トキの効果的・一体的な野生復帰プロセス・メニューの検討 

対象 5 エリア連携による将来のコウノトリ・トキ野生復帰に向けた施策内容、実施

手順、役割分担を検討するとともに、野生復帰実現に必要となる基本方針（提言）を

とりまとめ、将来目標図として示すと共に、今後の戦略プログラムの提案を行う。 

●WG の開催（千葉県 WG・荒川流域 WG・渡良瀬 WG を各 1 回開催） 

 

報告書
○国土交通省関東地方整備局

報告書
○農林水産省関東農政局

報告書
○国土交通省関東地方整備局
　 千 葉 県 野 田 市

※検討委員会の開催 ※検討委員会・ワーキングに調査の
　 結果を提供

※3つのワーキンググループの開催

○南関東地域における一体的な自然保全・再生、地域振興・経済活性化の基本構想（集成版報告書）

南関東地域における水辺環境エコロジカル・ネットワーク形成による魅力的な地域づくり検討調査

調査テーマ
○河川環境の保全・再生施策に関
　 する既往成果の収集・整理
○河川周辺のエコロジカル・ネット
　 ワーク形成に関する検討　　等

調査テーマ
○農地環境の保全・再生施策に関
　 する既往成果の収集・整理
○農地周辺のエコロジカル・ネット
　 ワーク形成に関する検討　　等

調査テーマ
○コウノトリ・トキ野生復帰プロセス、
　メニューに関する検討
○提言・将来目標・戦略プログラム
　 の提案　　等
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３．調査内容 

 
 本調査の主な内容と結果とりまとめまでのフローを以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自然保全・再生、地域振興・経済活性化戦略プログラム 

－プロジェクト推進に向けた具体施策を整理する 

 

コウノトリ・トキを指標とした南関東地域の将来目標図 

－プロジェクト推進により形成されるコウノトリ・トキの生息する南関東エコロジカルネットワークの将来像図を示す 

調 査 結 果 の と り ま と め 

環境情報の収集 

・環境省植生図 

・数値地図 25000 

・農地基盤基礎調査 

・衛星画像  等 

社会環境条件の収集 

・土地利用・開発計画 

・人口推移 

・産業構造    

・道路網整備計画 

・市政方針・計画  等 

エリアの特性整理 

エリアの方向性・整備の検討 

・地域特性、自然条件、先進事例を考慮 

提言 「南関東地域におけるコウノトリ・トキの舞う地域づくりを目指して」 

－自然環境、社会環境調査を踏まえ、参加主体による今後のプロジェクト推進の方向性、目標を取りまとめる 

エリアの環境の変遷の把握 

・過去の生息・飛来情報 

・過去の土地利用状況 

・現況と比較しての課題 

エリアの意向把握 

先進地事例情報の収集 

＜豊岡・佐渡＞ 
・放鳥・野生復帰プロセスと 

メニュー 

・地域振興関連  等 

生息環境の定量評価 

・拠点エリア 5 地区 

・繁殖実績地（豊岡） 

定量評価手法の検討 

・文献調査  等 

既往の取組の検証 

・各エリアの既往の自然再生

事業などの実績を整理 

事業箇所の選定・生息環境整備方針・振興策の方向性 
関係自治体の調査 

関東地方整備局 

関東農政局 の調査 

生息条件に関する課題の整理 

保全・再生施策等

に関する既往成果

の収集・整理 

生息環境としての現状評価 地域振興・活性化方策に関する検討 

野生復帰プロセス・メニューに関する検討 

Ａ．飼育・放鳥のための拠点整備と運営・推進体制 【たね地づくり－生み出す】 

－対象エリアの自然条件・社会条件から、実現可能な、飼育・放鳥のための体制・整備案を整理 

Ｂ．採餌および営巣・塒の生息環境整備 【定着地づくり－つなぎ止める】 

 －対象エリアの自然条件、現状評価から必要とされる生息環境づくりのための施策を整理 

Ｃ．取組持続と地域振興のための社会環境整備 【人づくり・地域づくり－果実を得る】        

 －対象エリアの社会条件にあった、野生復帰を通じた農業・商業等の振興、その支援体制案を整理 
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 また、調査・検討の実施スケジュールと実施フローを以下に示す。 

 

 

 

 

 

　 　

 

 

 

 

関係自治体　

国土交通省 農林水産省

　　　　　

河川環境施策の検討（河川を中心とした

エコロジカル・ネットワーク形成等）

地域施策に反映（河川・農地の自然をつなぐエコロジカル・ネットワーク形成

と魅力的なまちづくりとしての地域振興・経済活性化等）

農地環境施策の検討（農地を中心とした

エコロジカル・ネットワーク形成等）

平成21年12月3日

平成22年2月

平成22年3月

平成22年度以降

１．第１回検討委員会

・現状と課題の整理 ・豊岡・佐渡における先行事例の整理

２．ワーキング・グループ（千葉県ワーキング・荒川流域ワーキング・渡良瀬ワーキング）

・コウノトリ・トキの野生復帰を検討する５エリアを対象に３つのワーキング・グループによる検討

・各調査実施主体による調査・検討結果の報告 ・コウノトリ・トキの効果的・一体的な野生復帰プロセスの意見交換

３．第２回検討委員会

・提言のとりまとめ

・コウノトリ・トキを指標とした南関東地域の将来目標図及び自然保全・再生、地域振興・経済活性化戦略の検討

４．検討結果のとりまとめ

南関東地域におけるコウノトリ・トキの舞う魅力的な地域づくりの実現

平成22年3月
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４．調査成果と課題 

 
本調査では、コウノトリ・トキを指標とした関東地方整備局による主に河川環境の保全・

再生方策に関する調査、関東農政局による主に農地環境の保全・再生方策に関する調査、

千葉県野田市によるコウノトリ・トキをシンボルとした地域振興・経済活性化に関する調

査の結果をとりまとめたものである。 
 
4-1 調査の成果 

 
（1）提言のとりまとめ 

調査を踏まえ、参加主体による今後のプロジェクト推進の方向性、目標を取りまと

めた。 
●提言「南関東コウノトリ・トキの舞う魅力的な地域づくり宣言（仮称） 

-南関東地域におけるコウノトリ・トキの舞う魅力的な地域づくりを目指して-」 
  ●南関東地域におけるコウノトリ・トキの舞う魅力的な地域づくり推進の基本方針 
 
（2）将来目標図の検討 

プロジェクト推進により形成されるコウノトリ・トキの生息する南関東地域におけ

るエコロジカル・ネットワーク形成の将来像図を検討した。 
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（3）戦略プログラムの検討 

プロジェクト推進に向けた自然保全・再生、地域振興・経済活性化方策の具体施策

を検討した。 
 

Ａ．飼育・放鳥に係る拠点施設整備と多様な主体の協働 
 【たね地づくり－生み出す】 
－対象エリアの自然条件・社会条件から、実現可能な飼育・放鳥のための体制・整備案を

整理 

Ｂ．採餌および営巣・塒の生息環境整備の推進 
 【定着地づくり－つなぎ止める】 

  －対象エリアの自然条件、現状評価から必要とされる生息環境づくりのための施策を整理 

Ｃ．継続的取り組みと地域振興・経済活性化への展開 
 【人づくり・地域づくり－果実を得る】        

  －対象エリアの社会条件にあった野生復帰を通じた農業・商業等の振興、その支援体制案

を整理 
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4-2 今後の課題 

 

 本調査の結果を踏まえ、今後の課題を以下に示す。 

 

 ●本調査は、南関東地域のコウノトリ・トキの野生個体群を復活させるという壮大な構

想の検討であり、個別自治体、単一エリアでの取り組みではとうてい解決が困難な課

題を多く含んでいる。 

 

 ●しかし、この挑戦的で戦略的な構想の実現によって、生物多様性が劣化した水辺環境

等の保全・再生を通じたエコロジカル・ネットワークの形成が図られ、地域振興・経

済活性化の成果が期待されると共に、持続可能な社会づくりに不可欠な生態系サービ

スの向上に資するものとなる。 

 

 ●コウノトリ・トキの舞う魅力的な地域づくりを実現するためには、段階的なプロセス

と複合的なメニューを実施するために、広域かつ多岐にわたる主体間の連携と協働に

よる取り組みが求められる。 

 

 ●一体的・総合的な推進体制が必要となるが、その場合も南関東全体としての連絡調整

の場と、各エリアの協働推進の場の 2 つのフレームの有機的な連携の中で事業化を検

討していくことが望まれる。 

 




